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平成16年３月期 個別財務諸表の概要 平成16年５月24日 

 
上 場 会 社 名 株式会社帝国電機製作所 上場取引所     大証第二部 

コ ー ド 番 号 ６３３３ 本社所在都道府県  兵庫県 

代  表  者  代表取締役社長 入 江 慶 次 郎  

問合せ先責任者  取締役経理本部長 柴 田 直 行 ＴＥＬ （０７９１）７５－０６９８ 

決算取締役会開催日 平成 16年 ５月 21日 中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成 16年 ６月 29日 単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株) 

 
１ 16年３月期の業績（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16年３月期 6,575 4.2 362 28.5 536 11.9 

15年３月期 6,311 △8.6 282 △19.7 479 △10.1 

 
 

当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

16年３月期 360 54.9 43 93 － － 6.6 5.4 8.1 

15年３月期 232 △28.8 27 69 － － 4.5 4.8 7.6 

(注)①期中平均株式数   16年３月期 7,744,871株 15年３月期 7,747,041株 

  ②会計処理の方法の変更  無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

  ④期中平均株式数は、自己株式数控除後 

  ⑤１株当たり当期純利益については、１株当たり情報を参照 

 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

16年３月期 12 50 － － 12 50 96 28.5 1.7 

15年３月期 12 50 － － 12 50 96 45.1 1.9 

 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

16年３月期 10,325 5,663 54.9 728 80 

15年３月期 9,629 5,223 54.2 672 00 

(注)①期末発行済株式数  16年３月期 7,743,779株  15年３月期 7,745,943株 

  ②期末自己株式数   16年３月期     6,290株  15年３月期   4,126株 

  ③期末発行済株式数は、自己株式数控除後 

  ④１株当たり株主資本については、１株当たり情報を参照 

 
２ 17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中間期 3,432 390 245 － － － － － － 

通 期 7,000 720 457 － － 12 50 12 50 

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  56円 43銭 

＊ 上記の予想は、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 

実際の業績は、経済情勢の変化等の不確定要因により、記載の数値と大幅に異なる可能性があります。 
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貸借対照表 

     
（単位：千円） 

第  99  期 
（平成15年３月31日現在） 

第  100  期 
（平成16年３月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）   ％   ％ 

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金  1,220,523   1,617,035  

２．受取手形  639,305   688,091  

３．売掛金  2,172,560   2,287,002  

４．製品  79,417   29,605  

５．原材料  543,784   511,842  

６．仕掛品  436,673   536,570  

７．貯蔵品  12,811   12,940  

８．前払費用  8,050   7,532  

９．繰延税金資産  192,696   194,171  

10．関係会社短期貸付金  32,800   30,800  

11．未収入金  131,422   93,577  

12．その他  72,608   59,009  

13．貸倒引当金  △  3,000   △  2,000  

流動資産合計  5,539,654 57.5  6,066,180 58.7 

Ⅱ 固定資産       

(1) 有形固定資産       

１．建物 1,384,683   1,407,991   

減価償却累計額 640,874 743,809  683,614 724,376  

２．構築物 189,009   200,202   

減価償却累計額 116,217 72,791  120,812 79,389  

３．機械及び装置 1,825,750   1,837,747   

減価償却累計額 1,480,003 345,746  1,510,521 327,225  

４．車両運搬具 53,349   48,228   

減価償却累計額 45,388 7,961  42,006 6,221  

５．工具器具及び備品 441,123   439,573   

減価償却累計額 376,752 64,370  385,989 53,583  

６．土地  911,155   903,388  

７．建設仮勘定  4,554   3,737  

有形固定資産合計  2,150,389 22.4  2,097,922 20.3 

(2) 無形固定資産       

１．ソフトウェア  6,076   4,170  

２．電話加入権  4,154   4,154  

無形固定資産合計  10,231 0.1  8,325 0.1 
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     （単位：千円） 

第  99  期 
（平成15年３月31日現在） 

第  100  期 
（平成16年３月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

   ％   ％ 

(3) 投資その他の資産       

１．投資有価証券  366,446   718,561  

２．関係会社株式  471,376   518,756  

３．出資金  1,030   12,030  

４．関係会社出資金  707,651   732,793  

５．従業員長期貸付金  32,497   32,784  

６．関係会社長期貸付金  44,800   40,000  

７．長期前払費用  10,316   5,531  

８．繰延税金資産  182,491   49,536  

９．保険積立金  51,645   32,523  

10．会員権  84,020   43,900  

11．その他  34,245   34,423  

12．貸倒引当金  △ 57,909   △ 67,748  

投資その他の資産合計  1,928,612 20.0  2,153,092 20.9 

固定資産合計  4,089,233 42.5  4,259,340 41.3 

Ⅲ 繰延資産       

社債発行差金  333   190  

繰延資産合計  333 0.0  190 0.0 

資産合計  9,629,221 100.0  10,325,711 100.0 

       

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形  686,485   693,501  

２．買掛金  247,845   326,723  

３．短期借入金  388,000   －  

４．一年以内償還予定社債  －   80,000  

５．一年以内返済予定長期借入金  398,875   436,991  

６．未払金  200,151   219,247  

７．未払費用  13,400   19,228  

８．未払法人税等  70,802   88,153  

９．未払消費税等  17,600   29,484  

10．前受金  899   709  

11．預り金  221,920   257,615  

12．仮受金  313   －  

13．製品保証等引当金  12,376   12,050  

14．賞与引当金  241,856   234,753  

15．設備支払手形  12,744   30,078  

流動負債合計  2,513,269 26.1  2,428,536 23.5 
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     （単位：千円） 

第  99  期 
（平成15年３月31日現在） 

第  100  期 
（平成16年３月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

   ％   ％ 

Ⅱ 固定負債       

１．社債  400,000   680,000  

２．長期借入金  671,336   797,192  

３．長期未払費用  54,544   56,053  

４．退職給付引当金  604,592   600,328  

５．役員退職慰労引当金  162,223   99,942  

固定負債合計  1,892,697 19.7  2,233,517 21.6 

負債合計  4,405,966 45.8  4,662,053 45.1 

       

（資本の部）       

Ⅰ 資本金  581,103 6.0  581,103 5.6 

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金  370,334   370,334  

資本剰余金合計  370,334 3.9  370,334 3.6 

Ⅲ 利益剰余金       

(1) 利益準備金  145,275   145,275  

(2) 任意積立金       

１．固定資産圧縮積立金 230,371   225,457   

２．別途積立金 3,411,000 3,641,371  3,611,000 3,836,457  

(3) 当期未処分利益  512,628   562,926  

利益剰余金合計  4,299,275 44.6  4,544,660 44.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △ 24,925 △  0.3  171,620 1.7 

Ⅴ 自己株式  △  2,533 △  0.0  △  4,060 △  0.0 

資本合計  5,223,254 54.2  5,663,657 54.9 

負債及び資本合計  9,629,221 100.0  10,325,711 100.0 
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損益計算書 

     
（単位：千円） 

第  99  期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

第  100  期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％   ％ 

Ⅰ 売上高  6,311,223 100.0  6,575,200 100.0 

Ⅱ 売上原価       

１．製品期首たな卸高 137,957   79,417   

２．当期製品製造原価 4,344,980   4,495,137   

合計 4,482,938   4,574,555   

３．製品期末たな卸高 79,417 4,403,520 69.8 29,605 4,544,949 69.1 

売上総利益  1,907,703 30.2  2,030,251 30.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費       

１．販売手数料 29,347   39,697   

２．荷造運送費 118,662   120,362   

３．広告宣伝費 13,808   24,612   

４．製品保証等引当金繰入額 12,376   12,050   

５．貸倒引当金繰入額 －   239   

６．役員報酬 68,084   85,921   

７．給料手当 484,736   474,287   

８．賞与 36,670   48,168   

９．賞与引当金繰入額 89,317   86,275   

10．退職給付費用 67,003   79,555   

11．役員退職慰労引当金繰入額 12,053   14,457   

12．福利厚生費 83,163   72,725   

13．交際費 15,243   13,799   

14．旅費交通費 71,936   59,375   

15．賃借料 110,717   102,972   

16．租税公課 27,186   22,074   

17．減価償却費 31,315   28,664   

18．研究開発費 183,331   192,053   

19．その他 170,320 1,625,275 25.7 190,039 1,667,331 25.4 

営業利益  282,427 4.5  362,919 5.5 

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息 4,002   4,878   

２．受取配当金 147,473   145,071   

３．有価証券売却益 －   17,849   

４．賃貸料 29,029   29,198   

５．関係会社管理収入 44,725   26,009   

６．その他 25,114 250,345 4.0 28,942 251,949 3.8 
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     （単位：千円） 

第  99  期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

第  100  期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％   ％ 

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息 23,805   20,230   

２．社債利息 8,200   9,495   

３．為替差損 17,666   41,733   

４．その他 4,088 53,759 0.9 7,188 78,647 1.2 

経常利益  479,013 7.6  536,221 8.1 

Ⅵ 特別利益       

１．固定資産売却益 2,728   －   

２．貸倒引当金戻入益 6,510   1,000   

３．投資有価証券売却益 －   2,166   

４．収用に伴う移転補償金 － 9,238 0.1 20,569 23,736 0.4 

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産除却損 2,121   3,564   

２．投資有価証券売却損 －   1,470   

３．投資有価証券評価損 127,695   －   

４．ゴルフ会員権売却損 －   4,120   

５．ゴルフ会員権評価損 3,450 133,267 2.1 9,600 18,754 0.3 

税引前当期純利益  354,983 5.6  541,203 8.2 

法人税､住民税及び事業税 187,000   180,000   

法人税等調整額 △  64,559 122,440 1.9 994 180,994 2.7 

当期純利益  232,543 3.7  360,208 5.5 

前期繰越利益  280,085   202,717  

当期未処分利益  512,628   562,926  
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利益処分案 

    
（単位：千円） 

第  99  期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

第  100  期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 当期未処分利益   512,628  562,926 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

 固定資産圧縮積立金取崩高  4,913 4,913 5,030 5,030 

 合   計   517,541  567,956 

Ⅲ 利益処分額      

１． 配当金  96,824  96,797  

２． 取締役賞与金  18,000  20,000  

３． 任意積立金      

 固定資産圧縮積立金  －  5,377  

 別途積立金  200,000 314,824 200,000 322,174 

Ⅳ 次期繰越利益   202,717  245,782 

（注）１株当たり配当金の内訳は、次のとおりであります。 

  第  99  期 第  100  期 

  年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 配当金 12  50 － 12  50 12  50 － 12  50 

 （内訳）       

 普通配当 12  50 － 12  50 12  50 － 12  50 
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重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 関係会社株式 ：移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券  

時価のあるもの ：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ：移動平均法による原価法 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 ：定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物              ８～50年 

機械及び装置    11～12年 

(2) 無形固定資産 ：ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(3) 長期前払費用 ：定額法 

 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行差金については、社債の償還までの期間（７年間）にわたり均等償却しております。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 

６．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案した必要額を計上しております。 

(2）製品保証等引当金 

製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、過年度実績率に基づいて算定した金額を計上しており

ます。 

(3）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付の支出に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて計

上しております。 

なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数

（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（注）端数処理 

本決算短信添付資料の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

(a) 工場財団 (a) 工場財団 

(ｲ) 担保に供している資産 (ｲ) 担保に供している資産 
  

建物 560,370千円

構築物 21,431 

機械及び装置 42,895 

工具器具及び備品 224 

土地 518,189 

計 1,143,111千円
  

  
建物 532,024千円

構築物 14,274 

機械及び装置 36,948 

工具器具及び備品 153 

土地 510,422 

計 1,093,823千円
  

(ﾛ) 上記に対応する債務 (ﾛ) 上記に対応する債務 
  

短期借入金 388,000千円

一年以内返済予定長期借入金 397,188 

長期借入金 453,967 

計 1,239,155千円
  

  
一年以内返済予定長期借入金 402,739千円

長期借入金 527,608 

計 930,347千円
  

(b) その他 (b) その他 

(ｲ) 担保に供している資産 (ｲ) 担保に供している資産 
  

現金及び預金 20,000千円

建物 37,341 

土地 33,368 

計 90,710千円
  

  
現金及び預金 20,000千円

建物 35,989 

土地 33,368 

計 89,358千円
  

(ﾛ) 上記に対応する債務 (ﾛ) 上記に対応する債務 
  

社債 400,000千円
  

  
社債 400,000千円

  
２．関係会社に対する主な資産・負債 ２．関係会社に対する主な資産・負債 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。 
  

売掛金 310,319千円

未収入金 102,463千円

流動資産その他（預け金等） 57,528千円

預り金 197,302千円
  

  
売掛金 263,355千円

未収入金 49,564千円

流動資産その他（預け金等） 73,529千円

預り金 237,189千円
  

３．会社が発行する株式の総数 ３．会社が発行する株式の総数 
  
 普通株式31,000,000株 

発行済株式の総数 普通株式 7,750,069株 
  

  
 普通株式31,000,000株 

発行済株式の総数 普通株式 7,750,069株 
  

４．自己株式 ４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式4,126

株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式6,290

株であります。 
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前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

５．保証債務 ５．保証債務 

(a) 借入金関係  次のとおり金融機関からの借入金に対し、債務保

証を行っております。  次のとおり金融機関からの借入金に対し、債務

保証を行っております。 
  
株式会社平福電機製作所 169,986千円 

大連帝国キャンドモータポンプ有限公司 286,948 

計 456,934千円 
  

  
株式会社平福電機製作所 127,500千円 

大連帝国キャンドモータポンプ有限公司 353,135 

TEIKOKU USA INC. 32,007 

計 512,642千円 
  

 なお、大連帝国キャンドモータポンプ有限公司

の借入金に含まれる外貨保証額は、次のとおりで

あります。 

 なお、大連帝国キャンドモータポンプ有限公司及

びTEIKOKU USA INC.の借入金に含まれる外貨保証額

は、次のとおりであります。 
  

 1,790千米ドル 

 （216,948千円） 
  

  
2,935千米ドル 大連帝国キャンドモータポンプ有限公司 

（313,135千円） 

TEIKOKU USA INC. 300千米ドル 

 （32,007千円） 
  

(b）Ｌ/Ｃ支払保証  
  
TEIKOKU USA INC. 400千米ドル 

 （48,480千円） 
  

 

 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当事業年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

１．関係会社との取引に係るもの（区分掲記したものを

除く。）が、次のとおり含まれております。 

１．関係会社との取引に係るもの（区分掲記したものを

除く。）が、次のとおり含まれております。 
  
受取配当金 143,496千円

  

  
受取配当金 140,420千円

  
２．関係会社管理収入とは、関係会社の管理業務代行手

数料収入であります。 

２．関係会社管理収入とは、関係会社の管理業務代行手

数料収入であります。 

３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ３．        ────── 
  
土地 2,728千円

  

  
 

  
４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  
建物 75千円

機械及び装置 1,028 

車両運搬具 532 

工具器具及び備品 485 

計 2,121千円
  

  
建物 130千円

構築物 34 

機械及び装置 2,011 

車両運搬具 634 

工具器具及び備品 754 

計 3,564千円
  

 なお、収用による固定資産除却額は次のとおりであ

り、収用に伴う移転補償金より控除しております。 
  
  

  

  
  

  
構築物 4,499千円

土地 7,767 

計 12,266千円
  

５．研究開発費の総額 ５．研究開発費の総額 
  
一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費 

202,614千円

  

  
一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費 

201,390千円
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（リース取引関係） 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当事業年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 10,464 5,263 5,200 

工具器具及び備品 113,291 71,536 41,755 

ソフトウェア 6,594 5,275 1,318 

合計 130,349 82,075 48,274 

  

  

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 7,146 3,691 3,454 

工具器具及び備品 74,259 50,984 23,274 

ソフトウェア 4,314 71 4,242 

合計 85,719 54,748 30,970 

  
（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  
１年内 21,426千円

１年超 26,847 

計 48,274千円
  

  
１年内 16,400千円

１年超 14,570 

計 30,970千円
  

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）         同左 

３．当期の支払リース料及び減価償却費相当額 ３．当期の支払リース料及び減価償却費相当額 
  
支払リース料 30,997千円

減価償却費相当額 30,997 
  

  
支払リース料 21,498千円

減価償却費相当額 21,498 
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日）及び当事業年度（自平成15年４月１日 至平成16年

３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別内訳 
  
 （単位：千円）

＜流動＞ 

繰延税金資産 

たな卸資産 82,404

賞与引当金 82,937

未払事業税 8,418

その他 18,935

繰延税金資産計 192,696

＜固定＞ 

繰延税金資産 

退職給付引当金 168,484

役員退職慰労引当金 64,727

貸倒引当金 23,105

長期未払費用 21,763

ゴルフ会員権 12,269

その他有価証券評価差額金 16,547

その他 28,843

繰延税金資産計 335,740

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △153,249

繰延税金負債計 △153,249

繰延税金資産の純額 182,491

  

  
 （単位：千円）

＜流動＞ 

繰延税金資産 

たな卸資産 71,280

賞与引当金 93,666

未払事業税 9,613

その他 19,610

繰延税金資産計 194,171

＜固定＞ 

繰延税金資産 

退職給付引当金 197,960

役員退職慰労引当金 39,877

貸倒引当金 30,973

長期未払費用 22,365

ゴルフ会員権 12,269

その他 9,937

繰延税金資産計 313,384

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △149,910

その他有価証券評価差額金 △113,937

繰延税金負債計 △263,847

繰延税金資産の純額 49,536

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 
  
法定実効税率 41.3％

（調整） 

交際費 1.9％

受取配当金 △6.7％

外国税額控除 △6.4％

税率の変更による差異 1.6％

その他 2.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.5％

  

  
法定実効税率 41.3％

（調整） 

交際費 1.1％

受取配当金 △3.8％

外国税額控除 △5.8％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.4％

  

３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）

が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の

繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、平成16年

４月１日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した法

定実効税率は、前事業年度の41.3％から39.9％に変更されま

した。 

 その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控

除した金額）が6,403千円減少し、当事業年度に計上された

法人税等調整額が5,822千円、その他有価証券評価差額金が

580千円、それぞれ増加しております。 

３．        ────── 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当事業年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

  

１株当たり純資産額 672.00円 

１株当たり当期純利益金額 27.69円 

  

  

１株当たり純資産額 728.80円 

１株当たり当期純利益金額 43.93円 

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用し

て算出した場合の１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
１株当たり純資産額 

665.45円 

１株当たり当期純利益金額 39.59円 

  

 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当事業年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当期純利益（千円） 232,543 360,208 

普通株主に帰属しない金額（千円） 18,000 20,000 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）) (18,000) (20,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 214,543 340,208 

期中平均株式数（株） 7,747,041 7,744,871 
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役員の異動 

 

（平成16年６月29日付予定） 

１．新任取締役候補 

 該当事項はありません。 

 

２．退任予定取締役 

 該当事項はありません。 

 

３．新任監査役候補 

非常勤監査役     長谷川 克 博 （大阪中小企業投資育成株式会社 常務取締役） 

 

４．退任予定監査役 

非常勤監査役     齊 藤 俊 博  

 

 

－ 以上 － 


